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本論文の構成は，第 1 章で， ごみ問題の概観，ごみに関する諸定義を行う。第 2 章は，現状分析として，都市化と
ごみの排出傾向の関わりについて実証分析を行う。第 3 章は，今後のごみ処理政策の方向性として，住民を主体とし
た政策モデルを提示する。第 4 章では， ごみ処理の現場における住民参加施策について検討する。第 5 章・ 6 章では，
住民意識調査の結果を分析し，住民のごみ問題についての現在の関わり方を分析する。最後の第 7 章では，論文の結





る可能性を，様々な側面から検討している o まず，現行の廃棄物処理政策が， ごみ処理問題に対応できなくなってい
ることを指摘している。そこで，本論文は家庭から排出される一般廃棄物に着目し， ごみ排出要因が都市規模によっ
て異なることを，観測されたデータに基づいて実証的に分析し，ごみ処理有料化政策が効果を持つのは，都市規模の
小さいことが必要であること，分別回収が都市規模にかかわらずごみ排出の減量化に大きく貢献しないことを明らか
にしている。これらの結果は，行政がごみ処理政策を考える上で，行政と住民を結ぶコミュニティの役割を考慮する
必要性を示唆しており，欧州共同体における欧州連合条約にも採用された補完性の原理とも一致するが， これは行政
が主体となったト y プダウン型のごみ減量化ではなく，住民参加によるボトムアッフ。型政策形成の重要性を意味するO
本論文は，地方自治体，企業及び住民に対するインタビューを実施し，その結論を補強している。又，代表的中規模
都市である大阪府池田市において， ごみ処理問題に対する住民意識を調査し， ごみ処理問題に対する意識が一様でな
いことを明らかにするとともに， ごみ処理政策の策定に住民参加が有効であることを示し，さらに住民の中にごみ処
理に対して中心的な役割を果たす模範的グループが存在し，彼らを中心としたごみ処理問題へ対応の輪を広げていく
ことの有効性を示している。
本論文は， ごみ処理政策のあり方を考える上で，行政だけでなく，住民も参加した処理システムの構築の必要性を，
理論モデルだけでなく，フィァルドワークによる調査から鋭く明らかにしている。その意味で，本論文は，今後のご
み処理行政のあり方に大きな指針を与えるものであり，大きく評価できる。もちろん，廃棄物処理の問題は，本論文
で扱われている家庭から排出される一般ごみだけではなく，経済社会システムと密接に結び‘ついたものであり，より
広範な視点からの分析が必要となる o しかし，本論文は，新たな知見を加えており，今後の方向に大きな示唆を与え
るものとして，博士(国際公共政策)として価値のあるものと判断する。
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